別記様式
受付番号　　　　　　　号
入札参加資格審査申請書（森林整備工事）
愛　知　県　知　事　殿　
年　　月　　日
令和８年度及び令和９年度に愛知県が発注する森林整備工事に係る競争入札に参加したいので、必要書類を添えて申請します。

　なお、申請にあたり、地方自治法施行令第167条の4（同令第167条の11第1項において準用する場合を含む。）の規定に該当しない者であること並びにこの申請書及び添付書類の全ての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
	商号又は名称
	ふりがな
	

	
	商号等
	

	代表者
	役職名
	

	
	ふりがな
	

	
	氏　名
	

	所在地
	

	郵便番号
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


	会社印
	代表者印

	
	


ご担当者　連絡先
	所属名
	

	職　名
	

	ふりがな
	

	氏　名
	

	電話番号※
	

	メールアドレス※
	


※電話番号、メールアドレスは申請書表面記載のものと同じであれば記載不要
１　経営内容
（１）自己資本
単位：千円
	区　　分
	直前決算
	剰余(欠損)金処分
	計
	決算後の
増減
	合計

	払込資本金
	
	
	
	
	

	準備金・
積立金
	
	
	
	
	

	次期繰越利益（欠損）金
	
	
	
	
	

	計
	
	
	(P)

	
	


（注）「払込資本金」の合計は、申請時の資本金を記入すること。
個人の場合は、次期繰越資本を記入すること。

（２）損益計算書

	税引前当期利益（S）
	
	千円


（３）貸借対照表
	流動資産（m）
	
	千円

	流動負債（n）
	
	千円

	固定資産（Q）
	
	千円

	総資本額（R）
	
	千円


（４）経営比率
	純資本純利益率
	(S/R×100)
	
	％

	流 動 比 率
	(m/n×100)
	
	％

	自己資本固定比率
	(Q/P×100)
	
	％


（５）施工実績（森林整備工事）
	令和５年度実績
	令和６年度実績
	その他の実績

	　千円
	　千円
	　千円


（注）１　森林整備工事にかかる実績額（請負等額）を記入すること。

２　「その他の実績」は、令和５年度、令和６年度には実績がない場合に、施工能力を証するために参考となる近年の実績額を記入すること。

２　森林整備工事の主な請負実績
	発注者
	工事名等
	施工場所
	施工内容
	請負金額
（千円）
	工　期

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　申請日の２年前から申請日現在までの主な請負実績を記入すること。
　　　　　なお、愛知県と契約した実績は優先的に記入すること。

　　　２　「発注者」は、下請である場合は、元請業者名を記載し、あわせて、工事等発注者である国、県、市町村等名を（　）で記載すること。
　　　３　「施工内容」は、植栽、下刈、間伐等の森林施業の種類及び施工面積等を記載すること。

　　　４　「工期」は、「R6.8～R7.3」のように記載すること。

３　従業員等の内容
（１）従業員数
単位：人
	年齢区分
	事務
職員
	技術
職員
	計
	左の内
森林整備工事に係る職員
	備考

	
	
	
	
	専門
技術者
	技術
作業員
	計
	

	65歳未満
	
	
	
	
	
	
	

	65歳以上
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


　　（注）　本表は、代表者も含めた人数を記入すること。ただし、「技術作業員」には、代表者を含めてはならないこと。
（２）専門技術者の資格等
①　技術士（森林部門）
	氏　　名
	取得年度
	実務経験年数
	備　考

	
	　年度
	年
	

	
	　年度
	年
	


　（注）１「実務経験年数」は、資格取得後の森林整備に係る経験年数を記載すること。

　　 　 ２　常時（通年）雇用者に限ること。

　　 　 ３　認定書等の写しを添付すること。

　　 　 ４　欄が不足するときは別葉として良いこと。

②　林業技士（林業経営部門）
	氏　　名
	取得年度
	実務経験年数
	備　考

	
	　年度
	年
	

	
	　年度
	年
	


（注）①の注に同じ。
③　林業作業士
	氏　　名
	取得年度
	実務経験年数
	備　考

	
	　年度
	年
	

	
	　年度
	年
	


（注）①の注に同じ。
④　農林水産省が備える研修修了者名簿への登録者（申請中含む。）
	氏　　名
	登録区分
	登録年度
（申請）
	実務経験年数
	備　考

	
	
	年度
	　年
	

	
	
	年度
	　年
	


（注）①の注に準ずる。
⑤　林業技能士（２級以上に限る。）

	氏　　名
	級
	取得年度
	実務経験年数
	備　考

	
	
	年度
	　年
	

	
	
	年度
	　年
	


（注）①の注に同じ。
⑥　あいち森と緑づくり森林整備技術者養成研修又は林業現場技能者育成研修修了者で、森林整備作業の実務経験が5年以上の者
	氏　　名
	修了年度
	実務経験年数
	備　考

	
	　年度
	年
	

	
	　年度
	年
	


　（注）１　常時（通年）雇用者に限ること。

　 　　 ２　修了証の写しを添付すること。
　 　　 ３　実務経験の経歴証明書等を添付すること（様式任意）。
　 　　 ４　欄が不足するときは別葉として良いこと。
⑦　森林整備の現場管理業務の実務経験が10年以上の者

	氏　　名
	最終学歴
	卒業年度
	実務経験年数
	備　考

	
	
	　年度
	年
	

	
	
	　年度
	年
	


　（注）⑥の注の１，３，４に同じ。
（３）技術作業員の特別教育等
	氏　　名
	安全衛生特別教育等
修了年月日
	経験
年数 
	備　考

	
	刈払機
	伐木等業務
	
	

	
	
	
	年
	

	
	
	
	年
	

	
	
	
	年
	

	
	
	
	年
	

	
	
	
	年
	


（注）１　専ら森林整備工事（施工管理を除く）に従事し得る者をすべて記載すること。常時（通年）雇用者に限ること。代表者を含めてはならないこと。
　 　　 　２　「刈払機」は、労働省労働基準局長通達（平成12年2月16日基発第66号）に基づく刈払機取扱作業者安全衛生教育、「伐木等業務」は労働安全衛生規則第36条第8号に掲げる伐木等の業務に係る特別教育である。
　　　 ３　経験年数は、森林整備工事の経験年数を記載すること。

４　修了証の写し及び事業者の証明書を添付すること。
 　　 　５　欄が不足するときは別葉として良いこと。
（４）労働安全衛生管理体制

安全管理者等の選任
	事業場の規模
（常時使用する労働者数）
	区　分
	氏　　　名

	100人以上
	総括安全衛生管理者
	

	50人以上
	安全管理者
	

	
	衛生管理者
	

	10人以上50人未満
	安全衛生推進者
	


（５）社会保険等の加入状況

	区　分
	従業員数
	加入者数
	適用除外
者数
	加入率
	備　　　考

	労災保険
	
	
	
	
	

	雇用保険
	
	
	
	
	

	健康保険
	
	
	
	
	

	年金制度
	
	
	
	
	

	退職金制度
	
	
	
	
	


（注）１　従業員数欄は、専門技術者及び技術作業員の加入対象者数を記載すること。

　　  ２　健康保険には、国民健康保険を含み、国民健康保険者数は（　　）書き内数で記載すること。

　　　３　年金制度とは、厚生年金等をいう。

　　　４　退職金制度とは、林業退職金共済制度、中小企業退職金共済制度等をいう。

　　５　適用除外者がある場合は、その理由を備考欄に記載すること。

　  ６　退職金制度加入証書の写しを添付すること。
《申請書記入にあたっての留意事項》
１　経営内容
　(1)自己資本～(3)貸借対照表
　　　　　財務諸表等と整合させてください。審査の際、照合しますので、不明なものについては電話等で確認をします。金額は千円未満を切り捨てとしてください。
　(4)経営比率
　　　小数点以下第２位の数値を四捨五入して、小数点以下第１位まで記入してください。
　(5)施工実績
　　　令和５年度、令和６年度は森林整備工事にかかる実績のみを記入してください。金額は千円未満を切り捨てとしてください。実績がない場合は０としてください。
　　　当該２ヶ年度において森林整備工事の実績がない場合は、「その他の実績」欄に、伐採等に係る工事の実績を参考に記載してください。
２　森林整備工事の施工実績について
　内容が不明なものについては、審査の際に、電話等で確認しますので、その内容を説明してください。
３　従業員数の内訳等について
（２）専門技術員の資格等
・申請者の要件（４）のア～キのいずれか１名以上を雇用していないと入札参加資格要件を満たさないので、ご注意ください。なお、代表者を含めても良いこととします。
・経歴証明書等については、様式は任意のもので結構ですが、実務経験を必要とする業務に定めた期間以上従事していることを所属長等が証明するものとしてください。
・実務経験年数については、当該業務に従事した年を1年として数えてください。（1年を通して当該業務に従事している必要はありません。）
・業務内容については、従事した年毎に具体的に記述し、要件とする期間以上従事していたことが分かるようにしてください。　　
・修了証等の写しは、本人の氏名、教育科目及び修了年月日に漏れがなく、鮮明なものとしてください。
（３）技術作業員の特別教育等
　　 申請者の要件（５）のア・イをそれぞれ２名以上雇用していないと入札参加資格要件を満たさないので、ご注意ください。ア・イは同一の者でも差し支えありません。ただし、代表者を含めてはなりません（代表者を含める場合は「３名以上」が必要です。）。
1

